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JSCA耐震性能認証 実施要領 

 
（認証の業務） 

第１ 一般社団法人 日本建築構造技術者協会（以下「協会」という。）は、建築基準法に適合し

た建築物の耐震性能を「JSCA 耐震性能認証 審査要領」に照らし、告示波を入力地震動とし

た際の建物の応答値を基本に構造躯体・非構造部材、建築設備等の性能の認証（以下「認

証」という。）を行うものである。 

 

（認証の対象） 

第２ 認証の対象とする建築物は、新築建物または2014年4月以降に建築確認を取得した既存建物と

する。付加制振による応答制御構造も対象とする。 

原則、建築確認・検査済証が交付された建築物を対象とする。新築建物については建築確

認済証の交付後に認証を取得することができる。ただし、完了検査済証の交付までに変更

があった場合は認証を再取得するものとする。 

 

（認証の区分） 

第３ 認証の区分は、次に定めるところによる。 

（１） 時刻歴応答解析によるもの（高さ60ｍ超える建築物、免震建物など） 

（２） 高さ60m以下の告示免震によるもの、もしくは、高さ45ｍを超え60ｍ以下の建物で限界耐力計

算、保有水平耐力計算によるもの。時刻歴応答解析による建物との連続性を勘案し、時刻歴

応答解析を用いた再計算により変形等の応答値を求めるものとする。 

 

（認証の申込） 

第４ 認証を受けようとする場合は、様式１に定める「JSCA耐震性能認証申込書」により申し

込むものとする。 

この場合、JSCA耐震性能認証 審査要領」に定める認証申請書類を添付する。 

 

（認証書の交付） 

第５ 協会は、「JSCA耐震性能認証委員会」による評価の結果を踏まえ、「JSCA耐震性能認証書」を

交付する。 

 

 

 

付則 この要領は、2026 年 6 月 22 日から施行する。 
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JSCA耐震性能認証 実施細則 

 
１ 認証申込 

1.1 一般社団法人 日本建築構造技術者協会（以下「協会」という。）にJSCA耐震性能認証（以下「認

証」という。）を申し込むにあたって、認証申込者（以下「申込者」という。）は、下記の事

項を確認しておくこと。 

（１） 認証対象建築物 

（２） 認証単位の特定 

（３） 認証の区分 

 

1.2 認証申込に際しては、協会事務局（以下「事務局」という。）において事前相談を実施する。 

 

２ 事前相談 

2.1 認証対象建築物の特定 

認証は、原則として、棟別で行う。したがって、同一敷地内に複数棟があれば、どの棟を

認証の対象とするかを特定する。その際、付属屋等の取扱いについて、併せて特定するもの

とする。 

2.2 認証単位の特定 

認証単位は、棟単位で、かつ、構造単位（計算単位）とする。したがって、同一敷地内に

複数棟があれば複数の認証がなされる。また同一建築物においてもエキスパンション・ジョ

イントによっていくつかの構造単位に分割されている場合は複数の認証となる。 

2.3 認証の区分の特定 

認証は、対象建物が建築基準法第20条第一項による「時刻歴応答解析によるもの」（以下

「時刻歴応答解析によるもの」という。）とそれ以外の「高さ60m以下の告示免震によるも

の、もしくは、高さ45ｍを超え60ｍ以下の建物で限界耐力計算、保有水平耐力計算による

もの」（以下、「高さ60m以下の時刻歴応答解析によらないもの」という。）の二種に区分

して行う。 

したがって、認証単位ごとに異なった認証を行うことになる。また、同一敷地内あるいは

同一建築物内に複数の認証単位があれば、異なる認証を組み合わせて行う場合もある。 

2.4 認証の区分の確認 

認証の区分は、「時刻歴応答解析によるもの」、とそれ以外の「高さ60m以下で時刻歴応答

解析によらないもの」によるものかは、申込者は明確にし、事務局は確認する。 

2.5 認証申請資料の作成方法等の確認 

申込者は、認証審査資料の作成方法等について、確認する。 

認証申請資料は、原則として、認証単位ごとに作成するものとする。 

認証申請資料の作成にあたっては、「JSCA耐震性能認証 審査要領」（以下「審査要領」とい

う。）によることとする。 

2.6 認証手数料の確定 

事務局は認証対象建築物、認証単位及び認証の区分が確定した段階で、別に定めるJSCA耐震

性能認証手数料一覧表（以下「手数料一覧表」という）により認証手数料を確定する。 

ただし、手数料一覧表で定めた標準部会開催数を超える場合は、追加の手数料が必要となる。 
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３ 受付 

3.1 申込者は、様式１に定めるJSCA耐震性能認証申込書（以下「認証申込書」という。）に、審

査要領第6章に定める認証申請書類を添えて、電子データ（PDF）にて事務局に提出する。 

3.2 事務局は、認証申込書の内容を確認して受理した場合、認証スケジュールを最終確認する。 

3.3 JSCA耐震性能認証委員会（以下「委員会」という。）は、提出された資料に基づき審査を行

うため、２名以上の委員からなる審査部会を編成する。 

3.4 事務局は、提出された資料に不備・不足があると判断した場合、追加資料を求める。 

 

４ 第 1 回審査部会 

4.1 申込者は、審査部会に出席し、認証の申込概要について説明を行う。 

4.2 申込者は、審査部会における指摘事項等とその対応策について、様式５ に定める「審査経過報

告書」に記載する。必要に応じて追加説明資料を作成し、PDFを提出する。 

 

５ 第 ２回以降の審査部会 

5.1 原則として第 ２回審査部会を開催する。申込者は審査部会に出席し、追加検討資料等について説

明を行う。 

5.2 第 ３回以降の審査部会は必要に応じて開催する。 

5.3 申込者は、審査部会終了後、審査経過報告書および追加検討資料を委員会用資料として作成

し、委員会開催日の 1 週間前までに事務局に提出する。 

5.4 審査部会の担当委員は、審査が終了した物件について様式６ に準じた「認証概要書（案）」を作

成し、委員会に報告する。 

 

６ 委員会 

6.1 委員会では、原則として、申込者の出席は不要である。 

6.2 委員会において指摘事項等があった場合、事務局はその内容を申込者に連絡をする。申込者

は審査部会における指摘事項等への対応と同様に経過報告書に記載し、必要に応じて追

加検討資料を作成する。 

6.3 委員会は、認証の審査が終了した物件について、様式７ に定める「JSCA耐震性能認証書」およ

び「認証概要書」（以下「認証書等」という。）を申込者に交付する。 

6.4 委員会終了後、事務局から請求書を送付する。申込者は1か月以内に指定の銀行口座に振り

込むこと。 

 

７ 認証審査報告書 

7.1 申込者は、認証書写し、認証概要書、審査部会用資料（追加検討資料を含む）、審査経過

報告書をまとめた認証審査報告書（以下「最終報告書」という）を作成し、事務局に提出

する。 

7.2 提出された最終報告書に誤りがなければ協会において保管等を行う。事務局は、認証日から15

年間保管する。 
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８ 認証審査終了後の変更への対応 

8.1 認証の審査終了後に変更が生じ、改めて審査を行なう場合は、上記２．から７．の各項に準

じて行う。 

8.2 新築建物については、完了検査済証を取得する建物完成までに変更があった場合は認証を

再取得するものとし、再取得しない場合は認証を無効とする（注１）。 

8.3 審査部会の担当委員は、原則として前回審査を担当した委員とする。 

8.4 認証書等が既に発行され、最終報告書が作成されている場合には委員会は 新たな認証書等を発

行する。申込者は前回認証の内容も含めた最終報告書を作成して提出する。 

8.5 変更の手数料は、手数料一覧表による。 

 

９ 認証審査の取下げ 

9.1 申込者が自己の都合により認証審査申込を取下げる場合は、速やかに書面をもって申し出る

こととする。この場合、払込み済の手数料は返却しない。また、手数料が未確定の段階では、

認証審査業務量に応じて料金を確定し、事務局から申込者に請求する。申込者は速やかに指

定の銀行口座に振り込むこと。 

9.2 申込者が審査部会での指摘に対して適切な回答を用意しない、申込者の対応が極めて遅いな

どが理由で、審査の進行が著しく困難だと審査部会が判断した場合は、申込の取下げと見なし、

書面をもって申込者に通知する。この場合、手数料については、前項の規定を準用する。 

 

 

（注１）この措置は、テナント誘致等で活用が想定される本認証と完成建物の設計内容が異なることを避

けるためである。 

 

 

 

 

 

付則 この細則は、2026年 6月 22 日から施行する。 
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＜免責事項＞ 

 

JSCA耐震性能認証（以下、本認証）は、「完了検査済証の交付の対象となった設計図書」もしくは

工事中の変更・指示を反映した「完成図書」を評価の対象とし、施工条件や施工品質は評価の対象

外としています。 

また、本認証は、告示波（平成12年建設省告示第1461号第4号イに定める地震動）を入力地震動とし

て得られた応答値より申請建物の耐震性能等を評価しています。実際の地震動があった場合に構造

躯体・非構造部材・建築設備等の被害が最小限にとどまることを保証するものではなく、建物の機

能を保証するものでも、以下の各事項についての保証をするものでもないことをご理解ください。 

 

 

・法令適合性保証  : 本認証は、建築物が建築基準法その他一切の法令に適合していることを保

証するものではありません。 

・瑕疵保証     : 本認証は、建築物に瑕疵がないことを保証するものではありません。 

・将来的な性能保証 : 本認証は、審査時点での性能を評価するものであり、将来的な性能を保証

するものではありません。 

 

 

本認証では、「時刻歴応答解析によるもの（高さ60ｍ超える建築物、免震建物など）」以外の建物

では建築確認時の設計手法と異なる動的応答解析による再計算を求めています。建築確認が適正に

行われていても本認証の評価が低くなる場合がありますが、建築確認適合性には影響ありません。 
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JSCA 耐震性能評価認証のフロー 

 
JSCA 

 
申込者 

 
  

 

 
事前に、認証対象建築物、認証単位、認証区分を確
認しておいて下さい。 

 
  

事前相談 
 

必要な事項について、相談を⾏ってください。 

認証区分の確認を⾏います。 
耐震性能目標・設計方針の妥当性を確認します。 

 

 
  

受付 

 

耐震性能認証申込書（様式１）と審査部会資料を
pdf で提出してください。 

 

  

審査部会 

 

対面もしくは WEB で出席し、概要説明後、質疑応答
を⾏ってください。 

 

 

指摘事項とその回答および処置について、審査経過報
告書（様式５）に記載ください。 
必要に応じて追加検討資料を作成下さい。 

 
  

委員会 

 

出席の必要はありません 

指摘事項があった場合は、その内容を連絡します。 
 
 
 
審査終了後、JSCA 耐震性能認証書（書式７） 
および認証概要書（書式６）を交付します。 

 

指摘事項とその回答および処置について、審査経過報
告書（様式５）に記載してください。 
必要に応じて追加検討資料を作成下さい。 

 
  

認証審査報告書 
（最終報告書） 

 

認証書写し、認証概要書、部会資料（追加検討資
料を含む）、認証経過報告書をまとめた認証審査報
告書（最終報告書）を作成し、提出して下さい。 

 
※認証区分が時刻歴応答解析による場合、受付から認証書の交付までの期間は概ね２か⽉程度を目途とする。 

 
 




